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「令和３年度介護報酬改定における改定事項について」 

に係る留意事項 

 

● 「１．④ 通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応」 

【通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護】 

 

１ 概要 

  通所介護（通常規模型）、通所リハビリテーション（通常規模型）、

地域密着型通所介護（以下「通所介護等」という。）の報酬について、

感染症や災害の影響により利用者数が減少した場合に、状況に即し

た安定的なサービス提供を可能とする観点から、次の算定要件を満

たした場合、３か月間、基本報酬の３％の加算を行う。 

 

２ 算定要件等 

 ⑴ 減少月の利用延人員数が当該減少月の前年度の１月当たりの平

均利用延人員数（以下「算定基礎」という。）から５％以上減少し

ている場合に、当該減少月の翌々月から３月以内に限り、基本報

酬の３％に相当する単位数を加算する。 

 ⑵ 令和３年２月又は３月に利用延人員数の減が生じた場合、前年

度（令和元年度）の１月当たりの平均利用延人員数又は前年同月

（令和２年２月又は３月）の利用延人員数のいずれかを比較する

ことにより、算定の判定を行うことができる。 

 ⑶ 利用延人員数の減少に対応するための経営改善に時間を要する

ことその他の特別の事情があると寝屋川市が認める場合には、当

該加算の算定期間が終了した月の翌月から３月以内に限って延長

が可能である。 

 ⑷ 加算算定の期間内又は加算延長の期間内に、月の利用延人員数

が算定基礎から５％以上減少していなかった場合は、当該月の翌

月をもって算定終了とする。 
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３ 届出 

 ⑴ 月の利用延人員数が算定基礎から５％以上減少している場合は、

当該減少月の翌月 15 日までに寝屋川市に加算算定の届出を行い、

届出の翌月（加算適用開始月）から３か月間加算を算定すること

ができる。 

 ⑵ 当該加算算定の届出を行った事業所は、加算算定の届出を行っ

た月から算定終了月まで、毎月利用延人員数を算定する。各月の

利用延人員数を算定基礎と比較し、５％以上減少していなかった

場合は、その旨を速やかに寝屋川市に届け出ることとする。届出

を怠った場合は、当該加算に係る報酬について返還となる場合が

あり得るため、留意すること。なお、５％以上減少していた場合

は、届出を行う必要はないが、監査時等寝屋川市からの求めに応

じて提示できるよう、各月の利用延人員数を記録しておくこと。 

 ⑶ 加算算定終了の前月においてもなお、算定基礎と比較して月の

利用延人員数が５％以上減少している場合には、当該月の翌月 15

日までに、利用延人員数の減少に対応するための経営改善に時間

を要すること等の加算算定の延長を希望する理由を添えて、寝屋

川市に加算算定の延長の届出を行い、当該延長の届出の翌月から

３月間加算算定の延長を行うことができる。ただし、月の利用延

人員数が算定基礎から５％以上減少していなかった場合は、当該

月の翌月をもって算定終了とする。 

 ⑷ 加算算定の延長の届出を行った事業所は、加算算定延長の届出

を行った月及びその翌月について、各月の利用延人員数を算出す

る。各月の利用延人員数を算定基礎と比較し、５％以上減少して

いなかった場合は、その旨を速やかに寝屋川市に届け出るものと

する。届出を怠った場合は、加算延長に係る報酬について返還と

なる場合があり得るため、留意すること。なお、５％以上減少し

ていた場合は、届出を行う必要はないが、監査時等寝屋川市から

の求めに応じて提示できるよう、各月の利用延人員数を記録して

おくこと。 
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４ 参考 

  通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数

の減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考え方並び

に事務処理手順及び様式例の提示について 

  （介護保険最新情報 Vol.937） 
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● 「２．⑹ ① 質の高いケアマネジメントの推進（特定事業所加

算の見直し等）②」 

【居宅介護支援】 

 

１ 概要 

ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、指定居宅

介護支援の提供開始に当たって、新たに、『利用者に前６か月間に作

成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介

護及び福祉用具貸与（以下「訪問介護等」という。）の各サービスの

利用割合』及び『前６か月間に作成したケアプランにおける訪問介

護等の各サービスごとの同一事業者によって提供されたものの割合』

の説明を行わなければならないこととされました。 

 

２ 内容 

  指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対し

て文書を交付して説明し、署名を得なければならない事項が２点追

加されました。 

 【現行】 

 ・ 利用者が複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求め

ることができること 

 ・ 利用者がケアプランに位置付けた居宅サービス事業者等の選定

理由の説明を求めることができること 

 【改定後】 

  上記２点に加えて、次の２点が追加されました。 

 ・ 前６か月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された

ケアプランの総数のうち、訪問介護等がそれぞれ位置付けられた

ケアプランの数が占める割合 

 ・ 前６か月間に指定居宅介護支援事業所において作成されたケア

プランに位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指

定居宅サービス事業者等によって提供されたものが占める割合
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（上位３位まで） 

※ 「前６か月」については、毎年度２回、次の期間における当該事

業所において作成されたケアプランを対象とし、直近の期間のも

のを用いて説明する。 

 ① 前期（３月１日から８月末日まで） 

 ② 後期（９月１日から２月末日まで） 

 

３ 留意事項 

 ⑴ 利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、理解が得られ

るよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行うとと

もに、それを理解したことについて必ず利用者から署名を得なけ

ればならない。 

 ⑵ ⑴について、文書を交付して説明し、署名を得ていない場合、

契約月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで運営基準

減算に該当するため、報酬について返還となる場合がある。 

 ⑶ 令和３年４月以前に契約を締結している利用者については、次

のケアプランの見直し時に説明を行うことが望ましい。 

 ⑷ 令和３年４月中に契約を締結する利用者等について、当該割合

の集計や出力での対応が難しい場合においては、５月以降のモニ

タリング等の際に説明を行うことで差し支えない。 

 

４ 参考 

  令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）問 111、112 を

参照 

 

 

 

 

 

 




